
 

 

 

 

 

市川市庁舎整備基本構想の策定について 

（ 諮 問 資 料 ） 

 

資料 3-1 庁舎の現状等について 

資料 3-2 過年度の検討結果について(平成 23 年度検討～現在の状況・庁舎整備プランについて)
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資料３ 



【資料３－１】庁舎の現状等について

１．現庁舎の概要

18,062.58㎡計

7,109.99㎡
鉄筋鉄骨
コンクリート造
地上6階・地下1階

S54年5月
(築33年)

第3庁舎

4,623.33㎡
鉄筋コンクリート造
地上6階・地下1階

S46年7月
(築40年)

第2庁舎

6,329.26㎡
鉄筋コンクリート造
(一部鉄骨造)
地上6階

S34年6月
(築52年)

第1庁舎

延床面積構造竣工棟

(平成24年5月現在)

１ 耐震性不足

５ 駐車場不足

現在の本庁舎は、昭和24年の大柏村、昭和30年

の行徳町、昭和31年の南行徳町との合併による業

務の拡大と市政施行25年周年にあわせ、現在の

第1庁舎を竣工しました。

その後も行政需要の高まりを受け、第2庁舎、第3

庁舎を増築し、現在に至っています。

２．庁舎問題にかかるこれまでの経緯

・本庁舎の建て替えに関する市民意向調査実施2月24年

・第3庁舎 耐震補強工事の完了（19年9月着工）1月21年

・第3庁舎 耐震補強基本計画策定3月17年

(学校・保育園・その他の公共施設の耐震改修・建替えが完了)25年度

・市川市公共施設耐震診断・耐震改修事業計画策定

昭和56年以前に建設されたすべての施設に対する耐震診断

の実施と補強案・優先順位を定めた計画の策定

2月16年

23年

22年

20年

54年

・庁舎整備庁内検討委員会設置(庁内の本格的な検討をｽﾀｰﾄ)5月

・本庁舎の耐震診断結果および耐震補強の検討結果の公表

議会報告(10/6)、プレス発表（10/25）、広報・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(11/20)

10月

・市川市市有建築物耐震化整備プログラム策定

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」にもとづき、事業

計画をもとに学校・保育園・その他の公共施設の耐震改修・

建て替え計画を策定（25年度終了予定）

4月

・本庁舎の耐震診断を実施-平成 ～12年

・第3庁舎 竣工5月

・第2庁舎 竣工7月46年

・第1庁舎 竣工6月昭和 34年

第3庁舎については耐震補強工事を平成20年度に実施しておりますが、

第1・2庁舎については、耐震診断の結果、震度6強程度の地震で倒壊

の危険性があり、被災時には市役所としての機能が失われるばかりでは

なく、防災・復興活動の拠点として機能しない状況になることも予想され

ます。

0.94第3庁舎

0.34第2庁舎

0.33第1庁舎

耐震性（Ｉｓ値）棟

本庁舎の駐車場は、

ピーク時（3月の午後2

～3時）には不便な第2・

3駐車場もほぼ満車、

入庫待ちの車が常時列

をなす状況にあります。

４ バリアフリー化の遅れ
本庁舎はこれまで行政需要の拡大に伴って

増改築を行ってきたため、3つの建物に分か

れておりますが、増築の際に、庁舎間に不要

な段差が生じています。

また、業務の増加にともなう庁舎の狭あい化に

よって、すれ違うのも困難な廊下が一部にある

など、バリアフリー化が進められない状況です。

車椅子1台がかろうじて通れる
程度の廊下（第2庁舎）

増築の際に生じた庁舎間の段差（第2庁舎）

３ 狭あい化

本庁舎は1日約3,000人の方が訪れる施設ですが、現状は非常に狭く、

一部の窓口では、廊下などに待合スペースを設置している状況にあり、

混雑時には利用者の通行に支障をきたしている状況です。

また、会議室は、市議会の委員会室と兼用している状況であり、市議会

開会中は、会議や作業を行うスペースがほとんど確保できない状況です。

国民健康保険課前では、待合スペース
がなく、廊下に待合席を設置（第1庁舎）

市民課待合席の通路は狭く、混雑
時は通り抜けが困難（第3庁舎）

-

-

11.3台

ピーク時の
入庫待ち台数

114台計

39台

20台

55台

台数

75.0％第3駐車場

98.8％第2駐車場

100.0％第1駐車場（庁前）

ピーク時の
利用率

駐車場

(H24年3月調査)

耐震性はＩｓ値（建物の耐震安

全性を示す指標）によります

防災拠点として安全性を確保

するための目標値は0.9以上と

なります

３．現庁舎の課題

準防火地域防火指定

なし高度地区

3h／2h（北側隣地）日影規制

80％建ぺい率

400％容積率

商業地域用途地域

7,791.66㎡敷地面積

八幡1丁目1番1号所在地

６ 有事に必要な機能不足

本庁舎は耐震性以外にも、必要な物資を

備蓄しておくスペースが不足し、

非常用発電装置によって確保される機能

も限られているなど、設備面において災

害時における機能確保が充分とはいえま

せん。

また、住民サービスを継続するための情

報システムは分散する庁舎（情報プラザ）

にあり、その庁舎の電源や通信回線が確

保できなければ、サービスが継続できな

い状況にあります。

庁舎内の備蓄倉庫

災害対策本部と通信設備へ電力を供給する非常用発電装置

２ 分散化

本庁舎の周辺だけで、市有の庁舎と建物の一部区分所有が3ヵ所、

賃借している事務所4ヶ所、本庁舎の他 7ヵ所に分散しています。



どの庁舎も規模が小さく、複雑な
組み合わせとなり利便性が低い

人口重心から遠いため、市全域か
らのアクセス性が低く、庁舎移転に
伴う街づくりの見直しも必要となる

○○○○第3庁舎の活用は建て替え面積に非常に制限があり（最大で地上4階
まで）すべて建て替えても費用は大きく変わらず、費用対効果が低い

――○○
×

Ａ地区全部活用は

商業施設として、一括公募するという

組合の方針により断念

△
Ａ地区一部活用は

再開発事業の公募状況および

今後の庁舎検討の状況による

――
24年度

状 況

××××
23年度

判 定

【資料３－２】過年度の検討結果について（平成23年度検討～現在の状況・庁舎整備プランについて）

《
詳
細
検
討
プ
ラ
ン
》

《
基
本
の
考
え
方
》

《条件１ 庁舎規模》

■基準職員

新庁舎に集約して配置する職員

約1,700人

■算定方法

総務省基準をベースに事務室は現状同等に縮小

20㎡/職員1人あたり× =
庁舎面積は最大

34,000㎡

《条件２ 現敷地の制限》

現在の本庁舎敷地は、京成本線北側にある住

宅地の日当たりを悪くさせることがないよう建築

可能な高さの制限（日影規制）がある

耐震性が確保された防災活動拠点の整備、狭あい化・分散化の改善（約1,700人の職員収容）のため、

新庁舎面積は最大で34,000㎡を限度に確保

現在の本庁舎を建て替えるだけでは
必要面積の確保が不可能

《
整
備
の
前
提
条
件
》

（事務室・会議室・廊下等共用部分含む）

《
今
後
の
方
針
》

見直し 見直し

《 第 3 庁 舎 活 用 》
第1・第2庁舎の建替＋第3庁舎既存活用

《 全 部 建 替 》
第1・第2・第3庁舎すべて建て替え

《 建 て 替 え 》

《 一 ヵ 所 へ 移 転 》
公有地または民有地へ1ヵ所に移転

《 分 散 移 転 》
近接する土地・施設へ分散して移転

《 移 転 》

プランⅠ《第3庁舎活用》

①本庁舎第1・2庁舎・建て替え

地下1～4階・地下2・3階駐車場

②第3庁舎・既存活用

地下1～6階

③南分庁舎・建て替え

1～5階・地下1階駐車場

④A地区・一部活用

1～3階・屋上駐車場

プランⅢ《全部建替》

①本庁舎第1・2・3庁舎・建て替え

1～7階・地下1階駐車場

②南分庁舎・建て替え

1～3階・地下1階駐車場

③Ａ地区・一部活用

2～3階・屋上駐車場

プランⅣ《全部建替》

①本庁舎第1・2・3庁舎・建て替え

1～7階・地下1階駐車場

②Ａ地区・全部活用

地下1～4階・屋上駐車場

プランⅤ《一ヵ所へ移転》

①公有地へ移転

1～7階・青空駐車場

プランⅦ《一ヵ所へ移転》

①調整区域へ移転

1～7階・青空駐車場

プランⅧ《分散移転》

①南分庁舎＋商工会議所・建替

1～6階・ピロティ式駐車場

②勤労福祉センター・建て替え

1～5階・ピロティ式駐車場

③南分庁舎Ｃ棟・既存活用

1～2階

④公有地一部活用

1～4階・青空駐車場

南分庁舎

再開発Ａ地区商業棟
( 一 部 )

面積確保のためｵﾌﾟｼｮﾝの組合せ必要

プランⅡ《第3庁舎活用》

①本庁舎第1・2庁舎・建て替え

1～4階・地下1・2階駐車場

②第3庁舎・既存活用

地下1～6階

③南分庁舎・建て替え

1～4階・地下1階駐車場

④Ａ地区・全部活用

地下1～4階・屋上駐車場

プランⅥ 《一ヵ所へ移転》

①未利用市街地へ移転

1～7階・青空駐車場

民有地②
（調整区域）

民有地①
(未利用市街地)

活用可能な近接する
公共施設や民有地の組合せ必要

南分庁舎

勤労福祉センター、商工会議所、公有地

※既存公共施設は移転・新設が必要

南分庁舎

再開発Ａ地区商業棟
( 一 部 )

再開発Ａ地区商業棟
( 全 部 )

面積確保のためｵﾌﾟｼｮﾝの組合せ必要

再開発Ａ地区商業棟
( 全 部 )

公有地

市域北側主要駅２km圏内
３万㎡程度の大規模用地必要

プランⅢ《全部建替》

①本庁舎第1・2・3庁舎・建て替え

1～7階・地下1階駐車場

②南分庁舎・建て替え

1～3階・地下1階駐車場

③Ａ地区・一部活用

新プランⅣ《全部建替》

①本庁舎第1・2・3庁舎・建て替え

1～7階・地下1階駐車場

②南分庁舎等・建て替え

南分庁舎に周辺敷地も視野に

入れて一体整備を検討

庁舎規模の精査

MAX 34,000㎡

32,000㎡
(現在検討中)

新庁舎の配置職員

約1,700人

約1,600人

(現在検討中)

基準職員数の再考

①職員数

人数は将来推計値で再考

②庁舎・施設の集約

施設の行政機能や目的によって

新庁舎に集約する施設を再考

《見直しの方向性》

～庁舎規模(前提条件１)を縮小して、

プランⅢ・Ⅳを見直し～

○A地区の一部活用の範囲を見直し(プランⅢ)

○本庁舎＋南分庁舎等の最大活用で必要面積を確保

(プランⅣ)
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防災拠点機能がある

ワンストップサービスがある

駐車場等が十分ある

ユニバーサルデザイン

環境に配慮している

高齢者支援等のｽﾍﾟｰｽがある

情報閲覧ｽﾍﾟｰｽがある

商業ｽﾍﾟｰｽがある

子育て支援ｽﾍﾟｰｽがある

市民団体の活動を支援するｽﾍﾟｰｽがある

ﾎｰﾙなどのｽﾍﾟｰｽがある

その他

①現在地の

建て替え

32.3%

②大規模用地へ移転

60.4%

無回答

7.3%

無回答
3.4%

③その他
7.5%

②大規模用
地へ移転

47.0%

①現在地の
建て替え

42.2%

86

79

64

41

40

31

29

28

28

26

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

駅から10分程度×本八幡駅南地区

駅から10分程度×市川駅南地区

駅から15分程度×本八幡駅南地区

駅から15分程度×市川駅南地区

駐車場があればよい×大柏地区

駅から10分程度×市川地区

駅から10分程度×行徳地区

駐車場があればよい×本八幡駅南地区

駐車場があればよい×市川駅南地区

駅から15分程度×八幡地区

180

111

78

53

39

36

35

35

26

25
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駅から10分程度×市川駅南地区

駅から10分程度×本八幡駅南地区

駅から10分程度×八幡地区

駅から15分程度×本八幡駅南地区

駅から15分程度×市川駅南地区

駅から10分程度×市川地区

駐車場があればよい×大柏地区

駅から15分程度×八幡地区

駐車場があればよい×国分・国府台地区

駅から15分程度×大柏地区

76

52

47

45

43

43

34

32

30

29

0 10 20 30 40 50 60 70 80

駅から15分程度×本八幡駅南地区

駅から10分程度×市川駅南地区

駅から10分程度×中山地区

駅から15分程度×中山地区

駅から15分程度×市川駅南地区

駅から10分程度×本八幡駅南地区

駅から10分程度×行徳地区

駅から15分程度×市川地区

駅から10分程度×市川地区

駅から10分程度×八幡地区

1,829人（41.0％）
4,462人

（登録者のうちメール配信成功者）
Ｅモニター登録者

③Ｅモニター

2/18～2/29

②広報ｱﾝｹｰﾄ

2/18～2/29

①郵送調査

2/13～2/29

3,357人（ ― ）
発行部数 174,000部

(新聞折込162,650部)

2/18広報特別号
に掲載

1,903人（38.0％）5,000人
20歳以上の市民
無作為抽出

回収件数対象者

１ 調査概要 《平成24年2月実施》

《郵送調査》
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1　大柏地区

2　宮久保地区

3　曽谷地区

4　国分・国府台地区

5　八幡地区

6　中山地区

7　本八幡駅南地区

8　市川地区

9　市川駅南地区

10　信篤地区

11　行徳地区

12　南行徳地区

無回答
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1　大柏地区

2　宮久保地区

3　曽谷地区

4　国分・国府台地区

5　八幡地区

6　中山地区

7　本八幡駅南地区

8　市川地区

9　市川駅南地区

10　信篤地区

11　行徳地区

12　南行徳地区

無回答

《広報アンケート》

《Ｅモニター》

２ 本庁舎の建て替えに関する意向

（現在地の建て替え+分散 または 大規模用地への移転）

５ 新しい本庁舎に望む機能

《郵送調査》 《広報アンケート》 《Ｅモニター》

《郵送調査》 《Ｅモニター》

～ 歩いてもよいとする最寄り駅からの距離×希望する移転先の組み合わせ（トップ１０）～

４ 「②大規模用地へ移転」を希望する場合の移転場所の希望

「本八幡駅南地区」「市川駅南地区」から徒歩１０～１５分圏内の希望が多い傾向

防災拠点機能、
ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽに
ついては６割以上
が希望

その他、
駐車場の整備、
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
が多い

■郵送調査・Ｅモニ

①現在地の建て替え＋分散

⇒ ４割強

②大規模用地への移転

⇒ ５割弱

【参考（郵送アンケート）】

③その他 意見の内容（153件のトップ3）

１ 建て替えは不要

２ 補強で対応すべき

２ 支所や出先機関の拡充

「できるだけ近い場所に分散」「主な窓口が集まっていればどのように分散してもかまわない」が多い傾向

 

近い場所
に配置
32.4%

分散する数を少
なくする
16.8%

費用を抑える
19.3%

どのように分散
してもかまわな

い
27.3%

その他
3.5%

無回答
0.7%

《郵送調査》 《広報アンケート》 《Ｅモニター》

 無回答
16.7%

費用を抑える
11.8%

近い場所に配置
25.0%

分散する数を少なく
する

15.7%

どのように分散して
もかまわない

30.8%

23件

13件

13件

３ 「①現在地の建て替え」を希望する場合の分散の条件

費用を抑
える

18.5%

どのように
分散してい

てもかまわ
ない
23.4%

その他
4.4%

分散する
数を少なく

する
20.2%

近い場所
に配置
33.5%
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1 大柏地区

2 宮久保地区

3 曽谷地区

4 国分・国府台地区

5 八幡地区

6 中山地区

7 本八幡駅南地区

8 市川地区

9 市川駅南地区

10 信篤地区

11 行徳地区

12 南行徳地区

【資料３－３】過年度の検討結果について（平成23年度検討・市民意向調査の結果について）

その他
9.0%

①現在地の
建て替え

43.1%

②大規模用
地へ移転

47.9%

■広報アンケート

①現在地の建て替え＋分散

⇒ ３割強

②大規模用地への移転

⇒ ６割

大規模用地への移転と回答した方の多くは、自己の居住地域への移転希望が多いが

相対的には「本八幡駅南地区」「市川駅南地区」が多い傾向
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ワンストップサービスがある

防災拠点機能がある

駐車場等が十分ある

ユニバーサルデザイン

環境に配慮している

情報閲覧スペースがある

市民団体の活動を支援するスペースがある

高齢者支援等のスペースがある

商業スペースがある

子育て支援スペースがある

ホールなどのスペースがある

その他



【資料３－４】審議事項(案)および審議の流れ

新庁舎規模

34,000㎡１ 新庁舎の規模

２ 新庁舎の位置

３ 基 本 方 針

４ 新庁舎の機能

事業手法

事 業 費

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

５

《 検 討 》

庁舎の現状と新庁舎建設の必要性を確認しながら、

新庁舎建設の基本方針を検討

基本方針にあわせ、新庁舎に必要な機能・役割を検討

【 3プラン 】

現庁舎の課題把握

他市事例の収集

《 比較検討・選定 》

事業手法は、民間の活用も踏まえ、

庁舎整備に最適な手法を比較検討

《 見 直 し 》

事業費・スケジュールは、

選定したプランにあわせ見直し

○事業手法

直営(従来)方式

で想定

○事業費

約200億円

○スケジュール

基本構想策定後順次

基本設計、実施設計、

工事着工

現時点の検討結果 審議の方針（案）

プランⅢ(建替)
本庁舎＋南分庁舎＋再開発

プランⅣ(建替)
本庁舎＋再開発

プランⅤ(移転)
公有地へ移転

プランⅥ(移転)
未利用市街地へ移転

審議の流れ

審議結果を反映

精査した新庁舎の規模、

建設候補用地の動向をふまえ、

建設場所(プラン)を再整理

さまざまな視点から建設場所を

比較検討

【 4プラン 】

プランⅢ(建替)

本庁舎＋南分庁舎＋再開発

新プランⅣ(建替)

本庁舎＋南分庁舎等

プランⅤ(移転)

公有地へ移転

プランⅥ(移転)

未利用市街地へ移転

《再整理･比較検討･選定》

《 精 査 》
新庁舎規模

32,000㎡
(現在検討中)

将来人口推計値、職員定員の将来

計画などから、適正と思われる庁舎

規模を精査

庁舎位置と方針が
整合が図られるように審議

6月

第9回《答申》

・委員会より市長へ答申

上旬予定2月

1月

（審議）

第8回 《答申案審議》

・答申案の検討

下旬予定12月

（審議）

（審議）

（審議）

第7回 《基本構想素案審議⑤》

・事業手法の検討

・事業費および財源

・事業スケジュール

中旬予定11月

（審議）

第6回 《基本構想素案審議④》

・新庁舎機能の検討②

中旬予定

第5回 《他市事例視察》

・青梅市、立川市（予定）

上旬予定10月

9月

（審議）

（審議）

第4回 《基本構想素案審議③》

・基本方針の検討

・新庁舎機能の検討①

下旬予定8月

（審議）

第3回 《基本構想素案審議②》

・建設場所の検討②

下旬予定

（審議）

（説明）

（審議）

第2回 《基本構想素案審議①》

・新庁舎規模の検討

・建設場所（各候補場所）の概要説明

・建設場所の検討①

2日7月

（説明）

第1回 《諮問》

・委員辞令交付

・諮問

・諮問事項説明

22日5月

審議事項

■スケジュール（案）


